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※在学生は入学時に配付された履修要項に記載の学則施行細則を参照してください。 
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中央大学学則施行細則

（ 規 程 第 三 百 五 号 ）

（趣旨）

第一条 この細則は、中央大学学則（以下「学則」という。）第六十四条に基づき、運用の細目を定める。

（学籍番号）

第二条 入学の手続きを終えた者（以下「新入生」という。）には、学籍番号を付し、転部科その他特別の事由がないかぎり卒

業まで変更しない。

（証明書）

第三条 新入生は、指定された期限までに住民票記載事項証明書を提出しなければならない。

２ 学生は、その氏名に変更があったときは、戸籍抄本(これに代わる証明書を含む。)を提出しなければならない。この場合に

おいて、当該学生が外国人の場合は、住民票記載事項証明書を提出しなければならない。

（届出氏名）

第四条 届出の氏名は、原則として前条の証明書記載のとおりとする。ただし、所定の手続により大学が認めた場合は、学生は

通称名を届け出ることができる。

２ 前項ただし書により、通称名を届け出た学生については、本大学の発行する証明書（卒業証書を含む。）に通称名を表記す

ることができる。

（学生証の返還・再交付）

第五条 次の各号のいずれかに該当する場合は、学生証を返還しなければならない。

一 卒業したとき。

二 除籍されたとき。

２ 学生証を紛失し、又ははなはだしく汚損したときは、届け出て再交付を受けなければならない。

３ 前項の場合において、再交付までの間は、仮学生証を交付することがある。

（休学願の提出等）

第六条 休学願の提出期限は、次のとおりとする。

一 前期 七月二十日

二 後期 一月三十一日

２ 休学願を提出するときは、休学の事由を示す書類を添えなければならない。

３ 次の各号に定める期日までに休学が許可された場合は、学則第二十九条第七項に基づき当該各号の学費を免除することがで

きる。

一 前期 四月三十日 授業料及び実験実習料の二分の一

二 後期 十月二十日 授業料及び実験実習料の二分の一

４ 前項の規定にかかわらず、入学した年度の初学期に休学した場合は、学費を免除しない。

５ すでに学費（授業料及び実験実習料）を納入している者が、第三項により免除の許可を受けた場合は、その免除された額に

ついて返還する。

第七条 削除

（除籍日）

第八条 学則第三十一条第一項第一号に該当する者は、入学した年の四月三十日付で除籍する。ただし、学則第二十一条ただし

書の規定により、後期に入学した者は、入学した年の十月二十日付で除籍する。

２ 学則第三十一条第一項第二号に該当する者は、学則第五十六条第二項に指定された期限の翌日付で除籍する。

３ 学則第三十一条第一項第三号に該当する者は、在学できる最終学年の三月三十一日付で除籍する。ただし、学則第二十一条

ただし書の規定により、後期に入学した者は、在学できる最終学年の九月二十日付で除籍する。

４ 学則第三十一条第一項第四号に該当する者は、退学の決定日をもって除籍する。

（再入学の期限）

第九条 学則第三十一条の二第一項（退学処分を受けた者を除く。）の規定による再入学願の提出期限は、再入学者選考要項に

定めるところによる。

２ 再入学を許可された者は、再入学手続要項により、指定された期限までに手続きをしなければならない。

３ 学則第三十一条の二第二項の規定による再入学願の提出期限は、各学部教授会の定めるところによる。

（履修）

第十条 学則に定めるもののほか、授業、試験、成績その他履修に関する細目は、各学部教授会が定める履修要項による。

（成績表示の評点）

第十一条 成績の表示の評点は、百点を満点とし、次のとおりとする。

Ｓ 九十点以上
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Ａ 八十点以上九十点未満

Ｂ 七十点以上八十点未満

Ｃ 六十点以上七十点未満

Ｅ 六十点未満

（在学延長許可者に対する減免措置）

第十二条 施行規則第十五条の二の規定により、在学の延長が許可された者は、授業料及び実験実習料の二分の一を免除する。

２ 前項に該当する者は、学則第五十六条第一項ただし書の規定による分納は許可しない。

３ 施行規則第十五条の二第四項の規定により、在学を延長し、かつ前期末（学則第二十一条ただし書の規定により後期に入学

した者は、後期末）において卒業する者は、第一項の免除は適用しない。

（卒業の時期を学年末以外の時期とする卒業者に対する減免措置）

第十三条 学則第四十三条の二ただし書の規定により、前期末（学則第二十一条ただし書の規定により後期に入学した者は、後

期末）において卒業する者は、授業料、実験実習料及び施設設備費の二分の一を免除する。

２ 前項に該当する者は、学則第五十六条第一項ただし書の規定による分納は許可しない。

（入学検定料の減額）

第十四条 学則第五十三条第二項に定める入学検定料は、別表第一に掲げるとおりとする。

（学費の分納）

第十五条 学則第五十六条第一項ただし書の規定による授業料、実験実習料及び施設設備費の分納の手続きは、別に定める。

２ 分納を認められた者の各期の納入額は、次のとおりとする。

一 前期 授業料、実験実習料及び施設設備費の二分の一

二 後期 授業料、実験実習料及び施設設備費の二分の一

（延納願の提出等）

第十六条 延納願を提出するときは、支弁計画書を添えなければならない。

２ 支弁計画書には次に掲げる事項を記載しなければならない。

一 延納を必要とするやむを得ない事由

二 延長した期日までに支払いが可能である旨

３ その他延納に関する必要な事項は別に定める。

（教職履修料の納期）

第十七条 学則第五十五条に規定する教職履修料の納期は、学則第五十六条第一項の規定にかかわらず、本大学が指定した日と

する。

（学芸員・社会教育主事・司書・司書教諭履修料の納期）

第十八条 学則第五十五条に定める学芸員・社会教育主事・司書及び司書教諭履修料の納期は、学則第五十六条第一項の規定に

かかわらず、本大学が指定した日とする。

（特殊学費）

第十九条 学則第五十七条に定める特殊学費の種類及び納入額は、別表第二に掲げるとおりとする。

（科目等履修費）

第二十条 学則第五十八条に定める科目等履修費の納入額は、別表第三に掲げるとおりとする。

（聴講料）

第二十一条 学則第五十八条の二に定める聴講料の納入額は、別表第三の二に掲げるとおりとする。

（手数料）

第二十二条 学則第五十九条に定める手数料の種類及び納入額は、別表第四に掲げるとおりとする。

（科目等履修生及び聴講生の履修等）

第二十三条 科目等履修生及び聴講生の履修等に関する細目は、各学部教授会が定める。

附 則

（施行期日）

１ この細則は、昭和五十年四月一日から施行する。

（経過措置）

２ 第六条第三項、第十一条、第十二条の規定は、昭和五十年四月一日以降の新入生から適用し、昭和四十九年四月一日以前の

入学生については、なお従前の例による。

附 則（規程第三百六十五号）

この細則は、昭和五十一年四月一日から施行する。

附 則（規程第四百八号）

この細則は、昭和五十二年四月一日から施行する。

附 則（規程第四百六十一号）
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この細則は、昭和五十三年四月一日から施行する。

附 則（規程第四百七十五号）

この細則は、昭和五十三年四月一日から施行する。

附 則（規程第五百三十六号）

この細則は、昭和五十四年一月二十二日から施行する。

附 則（規程第五百九十四号）

この細則は、昭和五十五年四月一日から施行する。

附 則（規程第五百九十七号）

この細則は、昭和五十五年四月一日から施行する。

附 則（規程第六百六十一号）

この細則は、昭和五十六年四月一日から施行する。

附 則（規程第七百四十七号）

この細則は、昭和五十七年六月二十一日から施行する。

附 則（規程第七百六十九号）

この細則は、昭和五十八年四月一日から施行する。

附 則（規程第八百四十八号）

（施行期日）

１ この細則は、昭和五十八年十二月二十四日から施行する。

（経過措置）

２ この細則による改正後の第十四条別表第二は、昭和五十九年四月一日以降の聴講生から適用し、昭和五十八年四月一日以前

の聴講生が、学則第六十一条第三項及び第六十一条の二第四項に規定する聴講期間を超えて継続して聴講を願い出たときの当

該期間を超える聴講に要する聴講費及び昭和五十八年四月一日以前に入学した本大学大学院学生が聴講を願い出たときの聴講

費については、なお従前の例による。

附 則（規程第九百七十八号）

（施行期日）

１ この細則は、昭和六十二年四月一日から施行する。

（経過措置）

２ 昭和六十一年四月一日以前に入学した本大学大学院学生が、中央大学学則第六十一条の二の規定により聴講を願い出たとき

の教職履修料は、第十四条別表第二の規定にかかわらず、なお従前の例による。

附 則（規程第九百九十五号）

（施行期日）

１ この細則は、昭和六十二年四月一日から施行する。

（経過措置）

２ この細則による改正後の第十三条別表第一中学士入学者及び転部科者に関わる規定は、昭和六十二年四月一日以降の学士入

学者及び転部科者から適用し、昭和六十一年四月一日以前の学士入学者及び転部科者については、なお従前の例による。

附 則（規程第千五十七号）

この細則は、昭和六十三年六月二十日から施行する。

附 則（規程第千百三十一号）

この細則は、平成二年四月一日から施行する。

附 則（規程第千百七十六号）

（施行期日）

１ この細則は、平成三年四月一日から施行する。

（経過措置）

２ この細則による改正後の第十三条別表第一は、平成三年四月一日以降の入学者及び転部科者から適用し、平成二年四月一日

以前の入学者及び転部科者については、なお従前の例による。

附 則（規程第千百八十三号）

この細則は、平成三年四月一日から施行する。

附 則（規程第千三百四十九号）

この細則は、平成五年四月一日から施行する。

附 則（規程第千三百八十三号）

（施行期日）

１ この細則は、平成六年四月一日から施行する。

（経過措置）
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２ この細則施行の際、平成五年四月一日以前から継続して改正前の学則第六十一条の二に定める単位取得を伴う聴講生であっ

た者で、改正後の学則第六十一条により履修を願い出た者については、学則第五十八条第一号に定める入学金を免除する。

３ この細則施行の際、平成五年四月一日以前から継続して単位取得を伴う聴講生であった者が、改正前の学則第六十一条の二

第四項に定める聴講期間を超えて継続して改正後の学則第六十一条により履修を願い出たときの当該期間を超える履修に要す

る科目等履修費については、改正後の別表第二の規定にかかわらず、なお従前の例による。

４ この細則施行の際、平成五年四月一日以前から継続して聴講生であった者が、改正後の学則第六十一条の二第三項に定める

聴講期間を超えて継続して聴講を願い出たときの当該期間を超える聴講に要する聴講料については、改正後の別表第二の二の

規定にかかわらず、なお従前の例による。

附 則（規程第千四百四十一号）

この細則は、平成七年四月一日から施行する。

附 則（規程第千四百九十四号）

この細則は、平成八年四月一日から施行する。

附 則（規程第千五百七十九号）

この細則は、平成十年四月一日から施行する。

附 則（規程第千七百三十一号）

この細則は、平成十三年四月一日から施行する。

附 則（規程第千九百二十号）

この細則は、平成十五年四月一日から施行する。

附 則（規程第千九百六十四号）

（施行期日）

１ この細則は、平成十六年四月一日から施行する。

（経過措置）

２ この細則による改正後の細則は、平成十六年四月一日以降の入学生から適用し、平成十五年四月一日以前の入学生について

は、なお従前の例による。

附 則（規程第二千二百五十一号）

この細則は、平成二十年四月一日から施行する。

附 則（規程第二千五百六十八号）

（施行期日）

１ この細則は、平成二十七年四月一日から施行する。

（経過措置）

２ この細則による改正後の第十八条別表第一中編入学生及び転部科者に関わる規定は、平成二十七年四月一日以降の入学者及

び転部科者から適用し、平成二十六年四月一日以前の入学者及び転部科者については、なお従前の例による。

３ この細則による改正後の第十八条別表第一中再入学者に関わる規定は、平成二十七年四月一日以降に入学した者が除籍され

た後、再入学する場合について適用し、平成二十六年四月一日以前に入学した者が除籍された後、再入学する場合については、

なお従前の例による。

（修業年限を超える在学者に対する減免措置の特例）

４ 平成二十六年四月一日以前の入学生について、修業年限を超えて在学する場合は、施設設備費並びに経済学部及び商学部の

実験実習料は必要としない。ただし、休学により、施行細則第六条第三項に基づき学費を減免される場合には、施設設備費の

二分の一を必要とする。

５ 前項のほか、平成二十六年四月一日以前の入学生のうち、修業年限を超えて在学する者が、学則第四十二条に規定する卒業

に必要な単位に対して、未修得の単位数が八単位以下の場合は、授業料及び実験実習料の二分の一を免除する。ただし、休学

した場合は、この免除を受けることはできない。

６ 前項に該当する者は、学則第五十六条第一項ただし書の規定による分納は許可しない。

附 則（規程第二千六百六十九号）

この細則は、平成二十八年四月一日から施行する。

附 則（規程第二千七百十六号）

この細則は、平成二十九年六月十二日から施行する。

附 則（規程第二千七百十七号）

この細則は、平成二十九年十月一日から施行する。

附 則（規程第二千七百七十一号）

この細則は、平成三十一年四月一日から施行する。

附 則（規程第二千八百九十四号）

この細則は、令和三年四月一日から施行する。
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附 則（規程第二千九百四十七号）

（施行期日）

１ この細則は、令和三年十二月六日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後のこの規程は、令和四年度に入学（再入学及び編入学を含む。）又は転科を志願する者から適用する。

３ 前項の規定にかかわらず、この規程施行の際、既に、令和四年度の入学試験を終えている場合その他やむを得ない事由があ

るときは、旧学則及び規程に定めるところにより「選考料」とすることができる。

附 則（規程第二千九百六十八号）

（施行期日）

１ この細則は、令和四年四月一日から施行する。

（経過措置）

２ この細則による改正後の第十一条は、令和四年度以降の入学生から適用し、令和三年度以前の入学生については、なお従前

の例による。

改 正 平成一八・七・一一（規程第二千百六十五号）
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